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過程に関する計量分析－  
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1 は  し  が  き  

わが国の農業生産は戦中・戦後の混乱期を経て，昭和30年以降新段階を確立したと言われる。  

この過程において農業技術進歩が物的基礎となったことば容易に想像される。そのなかで水稲  

生産における耕転手段の変化は戦後における農業技術進歩の中心をなすものであった。   

本稿の課題は耕転手段を異にする水稲生産農家群を対象にして，後述する技術水準，技術の  

性格の側面から計量分析することによって，農業技術進歩の動態的過程を明らかにし，わが国  

水稲生産の新段階確立の動態的過程を明らかにすることである。本稿の分析は水稲作先進地域  

といわれる山形県庄内平野，新潟県蒲原平野の水稲生産農家を対象とした事例的研究であり，  

多くの事例研究によって補完されなければならないことば言うまでもない。   

次節では戦後の水稲生産における技術進歩の特質を概観し，本稿の課題のもつ意味一問題  

の所在－を明らかにする。3節では分析方法について述べ，それにもとずく計測を行なう。  

4節では計測結果の要約と若干の考察を行う。  

2 問 題 の 所 在  

先に述べたように，わが国の農業生産は戦中・戦後の混乱期を経て，昭和30年以降新段階を  

確立するに至ったと言われる。この農業生産の新段階確立の過程は農業生産物及び土地・労働  

等の農業生産要素に対する需要，農業生産資材の供給というチャンネルを通じて日本経済の動  

向と不可分離の関係にあると同時に，農業技術の急速な進歩にその物的基礎をおくものである  

と考えられる。以上のことはわが国の農業において重要な地位を占める水稲生産について最も  

端的に言いうるものである。   

本節ではわが国の水稲生産が新段階を確立する過程で重要な物的基礎を与えたと考えられる  

水稲生産における技術進歩の特質を概観し，本稿の課題のもつ意味一問題や所在－を明ら  

かにする。  
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戦後の水稲生産は10a当り  

収量を指標にとって基本的に  

は二つの時期に区分される。  

わが国の水稲生産がその背景  

に常に増収追求という目標が  

あったという点から，時期区  

分の指標として有効なものと  

考える。   

時期区分における一つの時  

期は，戦後に入って昭和30年  

以前の時期であり，他は昭和  

30年以降の時期である。本稿  

で言う新段階の確立とは昭和  0  

30年以降の時期の水稲生産に  

おける収量の高位安定性の実  

21222324252627282930引  325534355657383940引42 年  

第1囲 わが国水稲生産における10a当り収  

量及び投下労働時間の推移  

現を指している1㌔ 欝1図は農林省作物統計，米生産費調査による10a当り収量の系列及び10  

a当り投下労働時間の系列を示したものである。図示されているように，昭和30年以前（前期）  

と昭和30年以降（後期）において10A当り収量水準及びその年々の変化の傾向の二点で明らか  

な差異が認められる。  

10a当り収量水準において，作物統計系列では前期平均311kg，後期平均392kg，米生産費  

調査系列でほ前期平均337kg，後期平均440kgであって各系列81kg，103kgの格差が存在す  

る。10a当り収量の年々の変化傾向においては，前期では上昇傾向ははとんど認められないが，  

後期は両系列とも年々上昇傾向が認められる。しかし，後期を更に詳しく検討すると米生産費  

調査における10a当り収量は昭和31－33年480kg，昭和34－36年500kg，昭和37－39年502kg，  

昭和40－42年556kgであり，昭和34－36年と昭和37－39年の問は停滞的である。   

以上に示されるような水稲生産における二つの時期の間における10a当り収量水準及び年々  

の変化傾向の差異がいかなる要因に依るものであるかを究明することが重要な問題として課せ  

られている。本稿は水稲生産の新段階確立の過程で重要な物的基礎を与えた要因が水稲生産に  

おける技術進歩であるという仮設にたって上の問題に接近しようとするものである。   

戦後の水稲生産における技術進歩については多くの具体的な研究がある2〉。これらの成果を  

ふまえて戦後の水稲生産技術の進歩を要約すれば主要なものとして，①早期・早植栽培の発展，  

⑧除草剤による除草と病虫害防除の発展，⑧施肥技術と品種改良，④土地改良と土壌改良の進  

展，⑨機械化の進展があげられる3〉。  
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これらの個々の技術進歩ば戦後に入って比較的早い時期から実現していた。しかし，これら  

の技術進歩が急速に普及し，その効果が顕著になるのは昭和30年以降においてであり，動力耕  

転機の普及及び中型トラクターの普及と密接に関連している。   

本稿は次に述べる農業生産技術の体系性という点から動力耕転機及び次の段階における中型  

トラクターの普及を重視する。   

農業生産技術における体系性は静態的には特定の部分技術が有効なものとして機能するため  

には他の部分技術の有効性を前提としながら全体としての体系技術を形成し，この体系技術に  

固有の技術水準を具現する。この場合，体系技術の形成の過程においてその核となるべき基幹  

技術が存在する。動態的には特定の部分技術の進歩は他の部分技術の進歩を前提にしながら全  

体としての体系技術の進歩を形成し，技術水準の上昇を具現する4）。先に示した動力耕転機及  

び次の段階における中型トラクターは耕深の程度（機能）と作業の高能率性（能率）という点  

で体系技術形成の中核をなし，関連技術の進歩を誘発・可能にすることによって体系技術の進  

歩における主導的役割を果した。この点において動力耕転機及び中型トラクターの普及は他の  

技術進歩と区別して「主要な技術進歩」と言えよう5）。   

従って，本稿の課題は以上に述べてきた水稲生産における技術進歩の動態的過程において耕  

転手段の変化 具体的には動力耕転機及び次の段階における中型トラクターの普及が「主要な  

技術進歩」として主導的役割を果したことを実証することによって完結する。   

ところでこの点の実証は種々な側面からなされるべきと考えるが，基本的には次の三つの側  

面からの実証が必要と考える。第→の側面は純粋に技術的な側面であり，種々な技術進歩と耕  

●● 転手段の変化との関連をより具体的に明らかにすることである。第二の側面は技術進歩の成果  

に関するものであり，「主要な技術進歩」を契機として旧技術体系と新技術体系の問の技術水  

準に格差が存在するか否かを明らかにすることである。第三の側面は「主要な技術進歩」はそ  

の時代の社会・経済的側面を強く反映するものであるという点からの分析である。   

本稿は特に第二の側面からの実証を主要なねらいとしており，以下に述べる方法による。昭  

和30年以降における動力耕転機普及の初期の段階において耕転手段としての畜力と動力耕転機  

が並存した。また昭和36年以降中型トラクターが普及の段階に入り，この段階で動力耕転機と  

中型トラクターが並存している。   

従って，各段階において耕転手段を異にする農家間の技術水準に有意な格差が存在するか否  

かをstaticな分析によって明らかにすることがdynamicな過程である第二の側面からの有  

効な実証となろう。この実証の過程で生産関数の残差分析が有効な手段であり，方法及び計測  

については次節で述べる。   

本筋の残りの部分では第三の側面と関連してわが国の農業機械化のなかで動力耕転機及び中  

型トラクターの普及，即ち，耕転手段の機械化がいかなる意味をもつものであるかを整理する。  
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欝1表はわが国における主要農業機械年次別普及台数を示すものである。第1表で明らかな  

ように，農業機械の種類によって普及が開始する時期が異なり，定置作業における機械の普及  

の開始が早く，既に戦前において定着していた。一九移動作業における機械の普及開始は遅  

く，戦後においてその普及が本格的なものとなっている。   

従来多くなされてきたわが国における農業機械化に関する研究のなかで，その特質として壊  

小性・偏重性，政行性，地域性，階層性が指摘されてきた。戦後においてその普及が開始した  

移動作業における機械化特に本稿で「主要な技術進歩」として注目する動力耕転機及び中型  

トラクターの普及は上に述べたわが国における農業機械化のもつ特質を多くの点で打破しよう  

とする性格のものである。特に中型トラクターの普及は機械化一貫体系を形成する基礎ともい  

うべきものであり，今後の展開は注目されるところである。  

第1蓑 主要農業機械年次別普及台数  
単位1000台  

新農林社『農業機械年鑑』1969   
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ところで，経済が発展するに従って労働が相対的に希少となり，そこでの技術進歩は労働手  

段の利用によって労働の効率を高める労働節約的な性格のものになることば当然である。また  

このような性格の労働手段は大規模生産の有利性を活かすために次第に大型高性能のものにな  

る。一方，わが国の経済発展は土地の相対的重要性の低下をもたらすものでなく，また生産組  

織を根底から変革させるものでもなく伝統的な零細農耕制は維持されてきた。わが国における  

農業機械化ほ以上に示したようなわが国の経済発展の特質に強く規定されたものであり，本稿  

が「主要な技術進歩」として注目した動力耕転機及び中型トラクターの普及については以上の  

ことが端的に言いうるのである。即ち，動力耕転機及び中型トラクターの普及は以下の節でも  

述べるように労働節約効果と同時に土地節約効果を追求するものであり，また動力耕転槻は比  

較的小型のものとして登場し，中型トラクターは共同利用の形態をとって登場しなければなら  

ないのである。  

1）昭和30年以降収量の安定性がそれ以前の時期に比較して高まったことについては文献〔13〕で論じられ  
ている．   

2）極めて多くの研究がなされているが主要なものとして文献〔7〕，〔13〕，〔16〕などがあげられる，   

3）文献〔7〕参照   

4）文献〔1〕参照   

5）本稿で言う「主要な技術進歩」の概念は五十嵐（文献〔14〕）の基幹技術の進歩及び坂本（文献〔12〕）  

の技術革新の概念に負うところ大である。  

3分析方法と計測   

（1）技術の差異と要素結合   

現実の生産過程において種々な形態をとる技術進歩を生産関数上の要素結合点の変化として  

把え，特定の技術進歩による生産関数上の要素結合点の変化を以下の四つの要因によって分析  

する方法がしばしば採られる。   

第1の要因は新しい知識によって可能となる全ゆる生産要素の能率の改善というペきもので  

あり，等生産量曲線の原点方向へのシフトで示される。第2の要因は新しい知識によって可能  

になる生産要素の能率の改善程度の偏よりというべきものであり，等生産量曲線の傾きの変化  

で示される。第3の要因は生産要素間の代替の容易さ一代杏の弾力性というものであり，等  

生産量曲線のわん曲度で示される。欝4の要因は生産要素の相対価格の変化セある。以上に示  

した四つの要因のなかで前の三つはそれぞれ技術進歩の程度，技術進歩の性格，技術進歩の特  

性といわれ，縄粋に技術的な要因であり，欝4の要因は純粋に経済的なものである6）。特定の  

技術進歩による生産関数上の要素結合点の変化が四つの要因にどの串うに規定されるかを明ら  

かにすることが重要な問題であると同時にこれは極めて困難な問題である7）。   

本稿の課題は耕転手段が異なることに基づく生産関数上の要素結合点の差異を，①等生産量  
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曲線の原点からの距離の差異，⑧個々の生産要素間における生産係数の差異の二つの側面から  

明らかにすることである。①の問題は先に示した欝1の要因と関連する問題であるが，第1の  

要因が技術進歩の程度を示すdynamicな概念のものであるのに射し；本稿の①の問題は技術  

水準の差異というstaticな概念のものを示すものであるという点では異なっている。⑧の問  

題は欝2の要因に類似するものであるが，第2の要因が生産要素間の能率改善の程度の偏より  

を示すものであり，等生産量曲線の傾きの変化で示されるのに対し，本稿の⑧の問題は各生産  

要素の能率の差異を示すものであり，耕転手段を異にする農家群の生産係数の差異が要素間で  

いかに異なるかその程度を示すものであるという点で異なっている。   

以下では技術水準の差異を計測する方法としてダグラス塾生産関数による残差分析法を示し，  

それに基ずく計測を行なう。   

（2）ダグラス型生産関数による残差分析法  

CrOSS－SeCtion データによる生産関数の計測は多くの仮定のもとで可能である。特に重要な  

仮定は生産関数の計測対象となる特定時点の農家群の採用する生産技術が同一技術水準に属す  

るというものであり，この仮定のもとで生産関数の計測が可能となる。本稿の課題は，耕転手  

段の異なる農家群の間の技術水準の差異の計測を主要な目的としたものであり，この目的のた  

めには耕転手段を異にする農家群についての生産関数の計測が必要となる。この場合，計測さ  

れる生産関数は型が等しいこと，即ち，等生産量曲線の傾きの等しいことが必要である。換言  

すれば，計測される生産関数の問でほ，生産関数の型を示すslopecoefficient（弾性係数）は  

等しくなければならず，技術水準を示すinterceptcoefficient（定数項）のみが異なる可能性  

をもちうる。以上に示したような制約のもとで生産関数の残差分析が有効な手段となる8）。   

一般にintercept coefficientは多くの要因によって規定される。本稿では多くの要因のな  

かから技術の差異，即ち，耕転手段の種類の差異岬固定資本の質の差異を主要な要因として  

考え，分析を進める立場をとっている。  

耕転手段が二種類の場合を考える。   

耕転手段の種類をゑ1，ゑ2，各耕転手段を使用する農家群に固有な技術水準をア鳥1，r毎 で表  

示し，各農家群について次のようなCobb－Douglas型の生産関数を仮定する。  

ノヽ ‡㌔1，i＝アれズ＝α1品，∫α2……方形，ざα乃eg  

n望，古＝ア鳥2斉1，古α1品，査α2……羞，iα搾ef  
（1）  

即ち，両辺の対数をとって表示すれば，  

ノヽ   log坑1，才＝log71如＋α1log∬1，i＋α2log品，古＋……＋αガlog品，g＋logef  

∧   logYh2，i＝logTk2＋α1logXl，i＋α2logX2，i＋……＋αnlogXn，i＋logei （2）  

Y：産出量，方1，品，……羞：要素投入量，  
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α1，α2，……α邦：パラメーター，e才：残差  

耕転手段ゐ1，ゑ2を使用する農家群をpoolし，全農家群について平均的生産関数を求め，  

それを次式で示す。   

logYij・i＝logT＋α1logXl＋α2logXi  
logY  

十……＋α搾1咽羞＋1兎老中   （3）  

r：平均的技術水準  

風車：新しい残差  

ブ‥耕転手段の種類  Tk蔓  

丁   

全農家群について求めた平均的生産関数におい  Tk2  

ては各農家群に固有な技術水準ア烏1，ア毎と平均的  

技術水準Tとの差異は残差項属島ブ，㌻に移行し，その  

中に含まれてしまうことになる。   

従って，（8）式における 風示の飢，ゐ2についての  

平均値  

10gX  

第2図 生産関数の残差分析  

弘，～   
才＝1 簑屈如 言霊1  

β烏1＝㌦ ，属如＝㌦－  
乃ヱ  

を求めることによって′，耕転手段を異にする農家群の技術水準ア烏1・r鳥2を知ることが出来る。   

（3）計  測  

本稿が分析の対象とした地域及び時期は山形県庄内平野（昭和31年～36年）新潟県蒲原平野  

（昭和42年），資料は農林省米生産費調査個別結果表である。これらの地域は多くの農家が水  

稲作を主幹部門とし経営組織が単純で類似しているため，生産関数の計測に必要な基本的条件  
は具備している。   

実際に計測する生産関数は次に示すCobb－Douglas型の生産関数である。  

（4）  
y＝αズ1 α1品α2X3α8晶α4e  

y：玄米産出量（kg），ズ1：水稲作付面積（a），  

ズ2：稲作総労働（時間），ズ3‥固定資本（35年価格基準の実質物財費のみ円表示，  

内容は農機具償却費，畜力費，賃料々金），  

芽。：流動資本（35年価格基準の実質物財費円表示，肥料費のみで代表した），  

α，α1，α2，α3，α4：推定すべきパラメーター  

本稿で重視する残差は推定されるパラメータ⊥によって強く規制されるものである0  

従って，推定さるべきパラメーターは生産構造を正しく反映したもので，かつ安定したもの  
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であることが必要なことば言うまでもない。過去に行なわれた多くの計測事例では推定される  

パラメーターが極めて不安定な結果を示している。このパラメーターの主な不安定要因として  

計測方法上の問題と同時に，収量変動など自然変動の強い影響が考えられる。   

本稿では自然変動の影響を除去するために三ケ年のデータをpoolして，これを一つのCrOSS－  

SeCtionデータとみなして計測する方法をとった。   

6）等生産量曲線上のどの点が選択されるかが要素の相対価格によることを意味している。   

7）文献〔10〕参照   

8）文献〔9〕参照  

4 計測結果の要約と苦〒の考察   

（1）「主要な技術進歩」としての動力耕転機の普及   

昭和30年以降動力耕転機の普及の初期段階において耕転手段としての畜カと動力耕転機が並  

存したことは先に述べた。耕転手段が並存するもとでの動力耕転機の利用形態は時期によって  

異なる。本稿で対象とした山形県庄内平野の事例では，昭和31年～33年においては動力耕転機  

が単独に利用されることはなく畜カと併用される利用形態をとった。昭和34年～36年において  

畜力との併用及び動力耕転機の単独利用の形態をとるようになった。   

従って，耕転手段を異にする農家間の技術水準の格差を計測する場合に次のような分類によ  

る計測を行った（第2表）。昭和31年～33年については畜力使用農家及び畜カ＋動力耕転機使  

用農家の二つの農家群について，昭和34年～36年については畜力使用農家，畜力＋動力耕転機  

使用農家及び動力耕転機使用農家の三つの農家群について計測を行った。何れの時期において  

も，動力耕転機と畜カの併用の利用形態であれ，単独利用の形態であれ，動力耕転機を使用す  

る農家群と畜力のみを利用する農家群の間には残差の格差が存在することが計測結果より明ら  

かである。換言すれば動力耕転機使用農家群の等生産量曲線が畜力使用農家群の等生産量曲線  

よりも原点方向に位置しており，両農家群の間には明確な技術水準の格差のあることが示され  

ていると言える。   

我々は同様なことを耕転手段を異にする農家群の平均的な生産係数を比較することによって  

示すことが出来る。欝3表は先に示した分類によって各農家群の平均的な生産係数を示したも  

のであり，第4表はこれを補完するものとして10a当り要素投入量を示したものである。   

生産係数の比較によって技術進歩を論ずる方法は既に頼平氏によって示されているが9），同  

様な方法が農家間の技術水準の比較を行なう場合にも有効である。昭和34年～36年の畜カ＋動  

力耕転機農家群における土地係数を例外とすれば，動力耕転機を使用する農家群における生産  

係数は畜力のみを使用する農家群の生産係数よりも全ての生産要素について小さいことが示さ  

れる。このことば動力耕転機を使用する農家群が畜カのみを使用する農家群よりも絶対的に有  
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利な領域において，即ち，藤平氏の言う絶対的技術進歩の領域に相当する領域において生産を  

行っていることを示すものであり，いかなる生産構造のもとにおいても技術水準の高いことが  

示されるのである。   

以上二つの方法によって動力耕転機を使用する農家群と畜カのみを使用する農家群の間に技  

術水準の格差の存在することを示した。   

即ち，水稲生産の新段階確立の過程において動力耕転機が「主要な技術進歩」として主導的  

役割を果したことを第二の側面より示した。   

次に耕転手段を異にする農家群の間における生産係数の差異が要素間で異なる点を問題とす  

る。   

動力耕転機を使用する農家群の生産係数は畜力のみを使用する農家群の生産係数よりも全て  

帯2義 庄内平野における耕監事段別農家の残差の計測結果  

蒜l昭和31－33年  昭和34～36年  

畜力 使 用 農 家① l －28Kg（53戸）l －103Kg（40戸）  

畜力＋耕転機使用農家①  115 （33戸）】 136 （30戸）  

384 （8戸）  耕転機使用農家⑧  

帯 3 表  庄内平野における耕怒手段別農家の生産係数  

土地係数弓労働係数」流動資本係数】固定資本係数  

（ ）内は各期①を基準にした指数  

第4 表  庄内平野における耕転手段別農家の10a当り収量・  
および投下要素量  

収   量】労働時間1流動資本l固定資本  
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の生産要素について小さいことば既に述べたが，特に労働係数は他の三要素に比較して小さく，  

また次に述べる点で質的にも異なる。一般に生産係数を規定する要因は10a当り収量及び各要  

素の10a当り投下量である。耕転手段を異にする農家間での労働係数の大きな差異は上に述べ  

た二つの要因，即ち，動力耕転機を使用する農家群において10a当り収量が高いこと及び10a  

当り労働投下量が少ないことの二つの要因に帰因するものであるのに対し，他の三つの生産係  

数の差異は両農家間の10a当り収量の差異のみに帰因するものであり，各要素の10a当り投下  

量に帰因するところは少ないという点で労働係数の場合と異なっている。  

（2）「主事な技術進歩」としての中型トラクターの普及   

既に2′節において示したように，昭和36年以降中型トラクターの普及の段階に入った。   

中型トラクターの普及を必然とする要因については多く論じられるところであるが後に詳し  

く論ずる。   

動力耕転機が普及する過程で耕転手段としての畜カと動力耕転機が併用される利用形態をと  

ったのと同様，本稿で対象とした新潟県蒲原平野の事例では動力耕転機と中型トラクターの併  

用の利用形態が多くとられた。従って，耕転手段を異にする農家間の技術水準の格差を計測す  

る場合に動力耕転機使用農家及び動力排転機＋中型トラクター使用農家の二つの農家群につい  

て計測を行った。データによる制約のため単一年度についての計測結果（第5表）しか得られ  

ていないが，中型トラクターを使用  

する農家群と動力耕転機のみを利用  

する農家群の間に残差の格差が存在  

することが明らかである。換言すれ  

ば中型トラクター使用農家群の等生  

産量曲線が動力耕転機使用農家群の  

等生産量曲線よりも原点方向に位置  

車5表 蒲原平野における耕転手段別農家の  

残差の計測結果（昭和42年）  

耕 転 機 使 用 農 家①  －297Kg（14戸）  

中型トラクター＋耕転機使用農家①  176 （31戸）  

しており，両農家群の問に明確な技術水準の差異のあることが示されるのである。   

以上の計測と同様の分類によって第6表は各農家群の平均的生産係数を，第7表は10a当り  

要素投入量を示したものである。両農家群の平均的生産係数春比較すれば土地係数及び労働係  

第 6 表 蒲原平野における耕転手段別農家の生産係数  

（ ）内は①を基準とした指数  
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第7義 蒲原平野における研転手段別農家の10a当り収量および投下要素量  

（昭和42年）  

固定資本  流動資本   労働時間  収  量  

129時間1 5097円  耕 転 機 使 用 農 家①  

0
 
 

6
 
 

7
 
 

6
 
 

1
 
 

2
 
 1

 
 

中型トラクター＋耕転機使用農家①1 578  

数は中型トラクター使用農家群において小さく，特に労働係数が小さく，流動資本係数及び固  

定資本係数は相当に大きい。中型トラクター使用農家群において土地係数が小さいことは10a  

当り収量が多いことに帰因することば言うまでもないが，労働係数の小さいことば10a当り収  

量の多いこと及び10a当り投下労働量の小さいことの二つの要因に帰因するものである。他方，  

流動資本係数及び固定資本係数が大きいことは10a当り収量の多いことによる流動資本，固定  

資本の節約効果以上に10、a当り流動資本、固定資本の投下量が大きいことに帰因するのであ  

る。   

従って、両農家群の間の平均的生産係数の比較によって技術水準の差異を一義的に論ずるこ  

とは不可能であり，中型トラクター使用農家における生産の有利性は相対的なものとなり，い  

かなる生産構造をとるかによって技術水準の差異のあり方が変化してくる。  

（3）動力耕転機と中型トラクターの性格の比較   

以上までは残差の計測結果及び生産係数の二つの側面から耕転手段を異にする農家群の技術  

水準の差異に関する議論を行った。しかし，この議論の過程，特に生産係数の分析から畜カに  

比較した動力耕転機の性格及び動力耕転機に比較した中型トラクターの性格も知ることができ  

る。   

従って，ここでの議論は3節（ユ）において示した欝2の要因，技術進歩の性格と関連するもの  

であって，耕転手段を異にする農家群の生産係数の差異が要素間でいかに異なるかその程度に  

よっそ性格を論じるものである。   

いま特定要素の生産係数の小さいことをもって節約的，多いことをもって使用的と言うなら  

ば動力耕転機についてほ畜力に比較して全ての要素節約的，中型トラクターについては動力耕  

転機に比較して土地・労働節約的，流動資本・固定資本使用的と言えよう。従って，動力耕転  

機及び中型トラクターは土地・労働節約的，換言すればこれらの機能が増収効果及び労働節約  

効果をもつという点で共通した性格をもつものと言えるが，流動資本，固定資本の側面からみ  

れば性格を異にしている。この性格の差異は動力耕転機及び中型トラクターに共通する増収効  

果・労働節約効果が形成されるメカニズムの点で異なることと密接に関連したものである。労  
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働節約効果についてみれば，動力耕転機の場合には固定資本財の増投による資本と労働の代替  

によって生ずるものではなく，耕転作業の能率向上という固定資本の質の向上によって生ずる  

ものである。中型トラクターの場合には固定資本の増投による資本と労働の代替及び耕転作業  

の能率向上という固定資本の質の向上によって生ずるものである。他方，増収効果についてみ  

れば，動力耕転機の場合にほ深耕能力の向上という固定資本財の質の向上によって生ずること  

ばほとんど考えられず，先に示した耕転作業の能率向上という固定資本財の質の向上によって  

生ずるものである。即ち，耕転作業の能率向上が主として早期・早植栽培の普及を促進するこ  

とによって生ずるものである。この場合，先に示した，即ち，除草剤による除草と病虫害防除  

の発展，施肥技術と品種改良などの戦後における主要な技術進歩によって補完されることは言  

うまでもない10）。   

中型トラクターの場合には深耕能力の向上及び耕転作業の能率向上という二つの面での固定  

資本財の質の向上によって生ずるものである。中型トラクターの耕転作業の能率向上は動力耕  

転機の場合と同様主として早期・早植栽培の普及を促進することによって，深耕能力の向上は  

流動資本（肥料）の増投と結合することによって増収効果を形成している。この場合でも除草  

剤による除草及び病虫害防除の発展，施肥技術と品種改良などの技術進歩によって補完される  

ことは耕転機の場合と同様である11〉。   

以上に示したように動力耕転機及び中型トラクターに共通する増収効果・労働節約効果はそ  

れが形成されるメカニズムにおいて異なっており，特に動力耕転機と中型トラクターの問で深  

耕能力に差がある点が従来多く問題とされたところである。そしてこの深耕能力の差異が動力  

耕転機の次の段階として中型トラクターの登場を必然とする最とも主要な要因である。このこ  

とば具体的には動力耕転機段階における10a当り収量の停滞として現われ，2節において述べ  

た昭和34－36年と，昭和37－39年の問の10a当り収量の停滞として現われているのである。  

9）文献〔18〕  

10）文献〔3〕，〔6〕，〔8〕  

11）文献〔4〕，〔11〕  

5 む  す  び  

欝8表は山形県庄内平野の水稲生産農家を対象に技術進歩率を計測した結果である。   

この技術進歩率は本稿で常に用いてきた技術水準に対応するものであり，技術水準の年々の  

変化率を示すものである12）。   

欝8衰の計測結果から明らかなように，昭和31－33年～昭和34年－36年，昭和37－39年～昭  

和40－42年に技術進歩が認められ，これに対して昭和34－36年～昭和37－39年に技術進歩の停  

滞が認められる1さ）。また，昭和31－33年～昭和34－36年の技術進歩は大規模層ほど大きいのに  
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対し，昭和37－39～昭和40－亜年の技術進歩は100a未満層を例外とす組ば規模間で平準化して  

いる。   

とこるで以上の故術進歩率①計測結果と本稿の主題である技術進歩の尭態を担うものよして  

第8義 山形県庄内平野における水稲生産農家規模別技術進歩率の計測結果  

300a以上  200－300a   100～200a  1的a未満  

ー1．86 1  0．12  重  0．91 ！  2－14  

の耕転手段の変化に関する分析との対応関係は次のように要約される。   

昭和31－33年～昭和35－36年は庄内平野においては動力耕転機が著しく普及した時期であり，  

特に駆動型の動力耕転機が大規模層を中心に普及した時期である。昭和31－33年～昭和34－36  

年の技術進歩が大規模層ほど大きい事実はこのことと関連していると考える。   

昭和37－39年～昭和40－42年はトラクターの普及が顕著になる時期であり，トラクターの普  

及は集団栽培の普及と結びつき全規模にわたって普及が進んだ時期である。昭和37－39年～昭  

和40－42年の技術進歩が規模間で平準化している事実はこのことと関連していると考える14）。   

以上5節にわたり戦後の稲作における技術進歩の動態過程を分析し，技術進歩の実態を担う  

ものが耕転手段の変化一動力耕転機及びトラクターであることを示してきた。   

本稿をまとめる過程で既にいくつかのコメントを得ているが出来るだけ早い機会に改めてと  

りくみたいと考えている。   

12）文献〔2〕，〔17ユ  

13）昭和37年以降データの不連続性が一部含まれているために技術進歩率が負をとったものと考える0従  
って，この期間は技術の退歩というよりも技術進歩の停滞と与える方が妥当と考える。  

14）庄内平野における動力耕転機・トラクターの普及状況については文献〔11〕に詳しい。  
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